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京都府の国民保護の取組について

１ ２３年度の取組予定
国民保護に係る市町村、関係機関の担当者等対象の研修会等

○国民保護法制等に係る研修会

（目 的）
国民保護法制についての理解及び他県で実施された国との共同訓練に

おける成果等の共有等の促進を図る

（内 容）
・専門家による講演「国民保護法制の整備と課題」
・国民保護共同訓練の実施状況・訓練総括等について(消防庁)
等

（時 期）
２月～３月予定

２ ２２年度の取組実績

○京都府･京都市国民保護共同実動訓練
実施日 平成２２年１０月１２日（火）
場 所 国立京都国際会館周辺
参加機関 合計 約３８０機関、約１０００名

内閣官房、消防庁、京都府、京都府警察本部、京都市、京都市消防

局、府内市町村・消防本部、自衛隊、 第八管区海上保安本部、指定公

共機関、指定地方公共機関 等

訓練内容
(目的) 国際会議に備えた各機関の連携強化等

（APEC財務大臣会合(11/6開催)
(想定) 緊急対処事態（化学剤散布を伴う爆発事案）
(項目) ①爆破現場及び化学剤散布現場での救助・除染・救護訓練

②火災消火、爆発物処理、避難誘導、報道対応訓練
③現地調整所運営訓練
④京都府対策本部から関係機関等への情報伝達訓練

・ 8/30 事前研修実施 （ﾒﾙﾊﾟﾙｸ京都 参加者約 70名)
・10/20 シミューレション訓練実施

（平安会館 参加12機関・３２名)


